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第6章

地方自治
民主政治と社会

28

次の各問いに答えなさい。

□⑴　地方自治が住民の大切な政治参加の営みであり，この経験が国の民主政治につな
がることから，地方自治は何といわれるか。

□⑵　地方公共団体の仕事のうち，小・中学校の建設や管理，ごみの収集・処理など，
身近な仕事を行っているのは，都道府県と市（区）町村のどちらか。

□⑶　住民の直接選挙で選ばれる，地方公共団体の長を何というか。
□⑷　地方議会議員の被

ひ

選挙権は満何歳
さい

以上となっているか。
□⑸　地方公共団体の議決機関にあたるのは地方議会だが，具体的には何があるか。２
つ答えよ。

□⑹　法
ほう

律
りつ

の範
はん

囲
い

内でその地方公共団体だけに適用されるきまりを何というか。
□⑺　地方行政委員会のうち，⑶から独立して職権を行使できる執

しっ

行
こう

機関であり，学校
の運営などにたずさわる組織を何というか。

⑴

⑵

⑶
⑷　満 歳以上
⑸

⑹
⑺

地方自治のしくみ167

次の文の（　　　）にあてはまる語句を答えなさい。⑴は，（　　　）内の語句のうち，正しい方を選びなさい。

□⑴　地方自治では，（　直接民主制　　間接民主制　）の要素が採用されている。
□⑵　首

しゅ

長
ちょう

や議員の解職を求める解職請
せい

求
きゅう

〔リコール〕は，住民が地方政治に直接意思を
表明することができる（　　　）権にふくまれている。

□⑶　⑵権を行使して，条例の制定や改
かい

廃
はい

の請求を行うことを（　　　）という。
□⑷　日本国憲

けん

法
ぽう

第95条では，特定の地方公共団体だけに適用される特別法を制定する
場合，（　①　）を行って（　②　）の同意を得ることが必要だと定めている。

□⑸　第三者が地方公共団体の活動を調査・監
かん

視
し

する制度を（　　　）という。
□⑹　民間の個人が自発的に集まり，公共の利益を達成するためにつくった団体を
（　　　）〔非営利組織〕という。

⑴
⑵ 権

⑶
⑷①
　②
⑸ 制度
⑹

地方自治の役割と住民参加168

次の各問いに答えなさい。

□⑴　地方公共団体が自ら得ることができ，自ら使い道を決めることができる財
ざい

源
げん

で，
その大部分を地方税が占

し

めるものを何というか。
□⑵　地方公共団体の間での財政の格差を是

ぜ

正
せい

するために国が配分する資
し

金
きん

であり，そ
の使い道が指定されていないものを何というか。

□⑶　義務教育や道路整備など，特定の仕事に対し国が費用の一部を負担する目的で，
国から地方公共団体に支給される補

ほ

助
じょ

金
きん

を何というか。
□⑷　地方公共団体が民間から資金を借り入れたときに発行する債

さい

券
けん

を何というか。
□⑸　2000年代，地方公共団体の規模を大きくし，仕事の効率をよくすることを目的に
進められたことを何というか。

⑴

⑵

⑶

⑷
⑸

地方財政のしくみと地方分権169

。２

という
る執行

こう
⑹

まる語句を答えなさい。⑴は，（　　　）内の語句のうち，正しい方を選

直接
員の解職 接意思を

るこ
を行 　）と
憲
けん

法 用され
）を行って（　②　）の同意を得ることが必
方公 視する
自発的に集まり，公共の
織〕という。

⑴

住民と住

Sa
mp
le
，学

さい。⑴は，（　　　）内の語句のうち，は，（　　　）内の語句の

間接民主制　）の要素が採用されている主制　）の要素が採用され
解職請

せい

求求
きゅう

〔リコール〕は，住民が地方政治〔リコール〕は，住民が地方政治
（　　　）権にふくまれている。　　）権にふくまれている
条例の制定や改例の制定や改

かい

廃廃
はいはい

の請求を行うことの請求を
は，特定の地方公共団体だは，特定の地方公共
　②　）の同意を②　）の
活動を調

pleeeee
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28. 地方自治

次の各問いに答えなさい。

□⑴　「地方自治は民主主義の学校」といわれるのはなぜか説明せよ。
［ ］

□⑵　2000年ごろに始まった市町村合
がっ

併
ぺい

〔平成の大合併〕の目的は何か，簡
かん

単
たん

に説明せよ。
［ ］

地方公共団体の選挙権と被選挙権

次の図表の①～⑩にあてはまる語句や数字を答えなさい。

①［　　　　　　　　］
②［　　　　　　　　］
③［　　　　　　　　］
④［　　　　　　　　］
⑤［　　　　　　　　］
⑥［　　　　　　　　］
⑦［　　　　　　　　］
⑧［　　　　　　　　］
⑨［　　　　　　　　］
⑩［　　　　　　　　］

選挙権 被選挙権

市（区）町村長 ［　⑤　］歳以上 ［　⑥　］歳以上

都道府県の知事 ［　⑦　］歳以上 ［　⑧　］歳以上

都道府県・市（区）
町村議会の議員 ［　⑨　］歳以上 ［　⑩　］歳以上

知事

（都道府県）
（市（区）町村）

教育委員会

地方公共団体の住民

選挙 選挙行政
議会の解散
議決の拒否

不信任決議，
予算・［　②　］の議決

副市（区）町村長

［　④　］管理委員会

人事〔公平〕委員会

監査委員
かん さ

公安委員会
（都道府県のみ）

農業委員会
（市（区）町村のみ）

［　①　］
都道府県［　③　］
市（区）町村［　③　］

副知事

地方公共団体のしくみ

次の資料を見て，あとの⑴・⑵の問いに答えなさい。

　　資料１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料２

□⑴ 資料１の直接請求権について正しく述べている文を，次のア～エから１つ選び，記号で答えよ。 ［　　　　］
　　ア　条例の制定または改

かい

廃
はい

の請求に必要な署名数は，有権者の10分の１以上である。
　　イ　地方議会の解散請求に必要な署名数は，有権者の２分の１以上である。
　　ウ　首長の仕事などについて監

かん

査
さ

を求める監査請求の請求先は，監査委員である。
　　エ　副知事や副市（区）町村長の解職請求の請求先は，選挙管理委員会である。
□⑵　資料２の地方財政の歳

さい

入
にゅう

について正しく述べている文を，次のア～エから１つ選び，記号で答えよ。［　　　　］
　　ア　住民から徴

ちょう

収
しゅう

する地方税は，自治体が自由に使える依
い

存
ぞん

財
ざい

源
げん

である。
　　イ　地方交付税交付金は，国が使い道を指定して交付する。
　　ウ 　国庫支出金は，教育や福祉，公共事業などの特定の仕事について国から交付されるものである。
　　エ 　地方債

さい

は，収入の不足を補うための借金で，その割合が拡大しても公共サービスの提供には影
えい

響
きょう

しない。

直接請求権 必要な署名数 請求先
条例の制定または
改廃の請求

（有権者の）
以上 首長

監査請求 1
50以上

議会の解散請求 以上※ 選挙管理委員会
解職請求
　議員・首長 1

3 以上
※

選挙管理
委員会　

　副知事・副市（区）
　町村長・各委員
※有権者数が 40 万人以下の場合

源

地方譲与税2.3

国庫支出金
21.9

地方交付税
交付金15.3

地方特例交付金0.2

地方債

29.1

（令和６年版「地方財政白書」）

じょう よ

総額
121兆9452億円
（2022年度）

53.9

一 般
財自

源
36.1

17.0

7.2
36.1

財
主

％税
方

地

その他

源財
存
依

46.9

使
い
方
が
決
ま
っ
て
い
る財源
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の直接請求権について正しく述べている文を，次のア
制定 は，有
の解散請求に必要な署名数は，有権
など 求める
区）町村長の解職
の歳入に

　　

の）
以上

1

請求
求

議員・
　副

※

支出金
21.9

源

）

53.9
36.1

36.1
％

源財い
る
い

Sa
mp
le資料２２

について正しく述べているについて正しく述べ
廃廃
はい

の請求に必要なの請求に
必要な署

かん

Sa
mpmppmpmpmpmmppppmpmpmpmpm

S
mpmpmpamSSa
mamamSaSaSSaaaaSSSSSS
mmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmamamamammmmmamm

上※ 選挙管理委員会挙管理委員会

1
33 a以上以上

※※

選挙管理選挙管理
委員会　委員会　

（区）（区）
各委員委員 m
0 万人以下の場合万人以下の場合

leeeeeeeeee地方債地方債

17.0

7.2

そののee
依

使使
い
方
が
決
ま


